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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第46期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第45期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 13,293 13,499 58,398

経常利益　又は

経常損失（△）（百万円）
△11 387 606

四半期純利益　又は

四半期（当期）純損失（△）

（百万円）

△280 131 △1,883

純資産額（百万円） 11,841 9,965 9,976

総資産額（百万円） 32,386 27,155 27,720

１株当たり純資産額（円） 800.79 671.69 672.91

１株当たり四半期純利益金額　　又

は１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△）（円）

△19.10 8.94 △128.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 36.3 36.3 35.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,231 136 1,469

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△40 △21 △198

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,226 △479 △2,731

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
3,797 5,380 5,708

従業員数（人） 5,323 5,348 5,300

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第45期第１四半期連結累計（会計）期間及び第45期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

また、第46期第１四半期連結累計（会計）期間の、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当社企業グループ会社（当社、子会社13社、その他の関係会社1社により構成）においては、マンション・ビル管理事

業及び不動産管理事業、営繕工事業を営むと共に、マンションを中心とした開発建設事業を行っております。

　当第１四半期連結会計期間における各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、次のとおりであ

ります。　

＜マンション管理事業＞

　主な事業内容の変更はありません。

＜ビル管理事業＞

　主な事業内容の変更はありません。　

＜不動産管理事業＞

　主な事業内容の変更はありません。　　

　なお、カテリーナ・エンタープライズ株式会社は、平成21年４月１日にカテリーナビルディング株式会社に吸収合併

され、不動産管理事業を営む子会社はカテリーナビルディング株式会社１社となりました。

＜営繕工事業＞

　主な事業内容の変更はありません。　　　

＜開発建設事業＞

　主な事業内容の変更はありません。

　なお、株式会社カテリーナ都市設計は、平成21年４月１日にカテリーナビルディング株式会社に吸収合併され、開発

建設事業を営む子会社は株式会社カテリーナ都市開発１社となりました。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったカテリーナ・エンタープライズ株式会社、株式会社カテ

リーナ都市設計は、平成21年４月１日付で連結子会社のカテリーナビルディング株式会社が吸収合併いたしました。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 5,348 (9,836)

　（注）１．上記従業員数には準社員3,806人を含んでおります。

２．パート等は、当第１四半期連結会計期間の平均雇用者数を（　）外数で記載しております。なお上記パート等

には海外にて雇用している4,977人を含んでおります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 5,070 (4,675)

　（注）１．上記従業員数には準社員3,761人を含んでおります。

２．パート等は、当第１四半期会計期間の平均雇用者数を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　当社グループの業務内容は、マンション及びビルの管理、賃貸、修繕等の役務提供を主体としています。

　このため、生産実績の表示は困難なため、その記載は省略しております。

（2）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

マンション管理事業 7,778 2.40

ビル管理事業 1,072 △0.52

不動産管理事業 921 10.58

営繕工事業 3,305 7.03

開発建設事業 421 △39.54

合計 13,499 1.55

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は、締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気刺激策と在庫調整の一巡により、製造業を中心に持

ち直しの動きがみられたものの、最終需要は依然として弱含みであり、先行き不透明な状態で推移いたしました。

　当第１四半期連結会計期間における業績は、主力であるマンション管理事業におけるストックの増加及び営繕工

事業の引き続き堅調な受注が寄与し、全体の売上高は13,499百万円（前年同期比1.5％増）、営業利益は449百万円

（前年同期比940.6％増）、経常利益387百万円（前年同期は経常損失11百万円）、四半期純利益131百万円（前年同

期は四半期純損失280百万円）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①マンション管理事業

　マンション管理事業につきましては、新築マンションの供給戸数は低迷が続いているものの、管理委託費の見直し

を契機とした委託替えが引き続き好調に推移しており、当第１四半期連結会計期間におきましても管理戸数を増加

させることができました。

　この結果、売上高は7,778百万円（前年同期比2.4％増）となりました。営業利益は現業員が定着化した影響や全社

的な原価削減の効果により、687百万円（前年同期比12.5％増）となりました。

②ビル管理事業

　ビル管理事業につきましては、新規受注が低調であることに加え、解約物件の増加により管理棟数が減少いたしま

した。また、管理委託費の減額も増加傾向にあるなど、厳しい環境で推移いたしました。

　この結果、売上高は1,072百万円（前年同期比0.5％減）となりました。営業利益は管理物件の採算を見直し、原価・

販管費ともに抑制に努めた結果、58百万円（前年同期比7.9％増）となりました。

③不動産管理事業

　不動産管理事業につきましては、ビル管理事業と同様に解約物件の増加により管理棟数を減少させたものの、前年

度に受注したサブリース物件の稼働が売上高に寄与しました。

　この結果、売上高は921百万円（前年同期比10.6％増）、営業利益は124百万円（前年同期比1.6％増）となりまし

た。

④営繕工事業

　営繕工事業につきましては、管理戸数の増加と管理物件そのものの経年化に起因して工事案件が増加したことに

加えて、きめ細やかな計画修繕のサポートに取り組んだ結果、大規模修繕・一般営繕工事ともに計画通りに受注す

ることができました。

　この結果、売上高は3,305百万円（前年同期比7.0％増）、営業利益は技術者増員に伴う人件費増加の影響により、

161百万円（前年同期比4.3％減）となりました。

⑤開発建設事業

　開発建設事業につきましては、今年度中に撤退を完了すべく、残る首都圏の在庫不動産の完売に向けて最注力して

おります。

　売上高は、引渡し物件の減少による影響で421百万円（前年同期比39.5％減）となりました。営業損失はアフター工

事に備えた要員確保による人件費の増加等を主因として、64百万円（前年同期は営業損失382百万円）となりまし

た。

（２）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は5,380百万円となり、前連結会計年度末と比較

して327百万円減少となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、136百万円の獲得（前年同四半期は2,231百万円の使用）となりました。主

な要因は、税金等調整前四半期純利益の計上357百万円等によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、21百万円の使用（前年同四半期は40百万円の使用）となりました。主な要

因は、有形固定資産及び無形固定資産取得による支出24百万円等によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、479百万円の使用（前年同四半期は1,226百万円の使用）となりました。主

な要因は、借入金の純減額353百万円等によるものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動　

該当事項はありません。　
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第３【設備の状況】
（1）主要な設備の状況

①提出会社　

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

②国内子会社　

　平成21年４月１日付で、カテリーナ・エンタープライズ株式会社、株式会社カテリーナ都市設計はカテリーナビル

ディング株式会社を存続会社として合併したため、前事業年度の有価証券報告書の主要な設備の状況で記載してお

りましたカテリーナ・エンタープライズ株式会社の事業用施設他（セグメント：不動産管理事業、所在地：東京都

新宿区）及び株式会社カテリーナ都市設計の営業用施設（セグメント：開発建設事業、所在地：東京都新宿区）

は、カテリーナビルディング株式会社の設備となりました。　

　

（2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除去等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成21年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,680,000 14,680,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数100株

計 14,680,000 14,680,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増　減　数
（株）

発行済株式総数
残　　高（株）

資　本　金
増　減　額
（百万円）

資　本　金
残　　高
（百万円）

資本準備金
増　減　額
（百万円）

資本準備金
残　　高
（百万円）

平成21年4月1日～
平成21年6月30日　

－ 14,680,000 － 1,529 － 1,329

（５）【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。　

①【発行済株式】

　 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　    　1,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 14,678,300 146,783 －

単元未満株式 普通株式　　　 　 300 － －

発行済株式総数 14,680,000 － －

総株主の議決権 － 146,783 －

　

　

②【自己株式等】

　 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本ハウズイング株式会社　 東京都新宿区新宿1-31-12 1,400 － 1,400 0.0

計 － 1,400 － 1,400 0.0

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 920 910 1,000

最低（円） 830 838 890

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 6,187

※2
 6,586

受取手形及び売掛金 3,376 3,082

販売用不動産 1,488 ※2
 1,420

仕掛販売用不動産 112 853

未成工事支出金 719 348

貯蔵品 52 51

繰延税金資産 1,196 1,346

その他 975 941

貸倒引当金 △49 △56

流動資産合計 14,058 14,576

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 2,735

※1, ※2
 2,768

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 7

※1
 7

工具、器具及び備品（純額） ※1
 189

※1
 187

土地 ※2
 7,014

※2
 7,053

建設仮勘定 1 1

有形固定資産合計 9,948 10,016

無形固定資産

のれん 47 62

その他 299 303

無形固定資産合計 346 366

投資その他の資産

投資有価証券 68 66

長期貸付金 4 4

差入保証金 1,027 1,017

繰延税金資産 1,110 1,109

その他 831 799

貸倒引当金 △239 △236

投資その他の資産合計 2,801 2,761

固定資産合計 13,097 13,144

資産合計 27,155 27,720
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,835 2,409

短期借入金 ※2
 3,560

※2
 3,650

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 1,163

※2
 1,339

未払法人税等 79 －

賞与引当金 641 1,086

役員賞与引当金 2 －

事業撤退損失引当金 － 131

役員退職慰労引当金 － 384

その他 4,438 3,212

流動負債合計 11,720 12,213

固定負債

長期借入金 ※2
 3,957

※2
 4,045

退職給付引当金 989 959

役員退職慰労引当金 168 170

その他 355 355

固定負債合計 5,469 5,530

負債合計 17,190 17,744

純資産の部

株主資本

資本金 1,529 1,529

資本剰余金 1,329 1,329

利益剰余金 7,133 7,178

自己株式 △1 △1

株主資本合計 9,991 10,036

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △0 △1

為替換算調整勘定 △131 △157

評価・換算差額等合計 △131 △158

少数株主持分 106 98

純資産合計 9,965 9,976

負債純資産合計 27,155 27,720
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 13,293 13,499

売上原価 10,177 9,931

売上総利益 3,116 3,568

販売費及び一般管理費 ※1
 3,073

※1
 3,118

営業利益 43 449

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 1 1

為替差益 － 2

その他 9 4

営業外収益合計 11 8

営業外費用

支払利息 41 47

その他 24 24

営業外費用合計 65 71

経常利益又は経常損失（△） △11 387

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 7

特別利益合計 0 7

特別損失

固定資産売却損 － 36

固定資産除却損 － 1

減損損失 9 －

割増退職金 45 －

退職給付費用 72 －

株式公開買付対応費用 363 －

特別損失合計 491 37

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△502 357

法人税等 ※2
 △225

※2
 210

少数株主利益 4 15

四半期純利益又は四半期純損失（△） △280 131
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△502 357

減価償却費 68 62

減損損失 9 －

固定資産売却損益（△は益） － 36

固定資産除却損 － 1

株式公開買付対応費用 363 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13 △4

賞与引当金の増減額（△は減少） △470 △448

退職給付引当金の増減額（△は減少） 252 22

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10 △387

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △27 2

事業撤退損失引当金の増減額（△は減少） － △131

受取利息及び受取配当金 △1 △2

支払利息 41 47

売上債権の増減額（△は増加） 118 △276

たな卸資産の増減額（△は増加） 388 308

仕入債務の増減額（△は減少） △1,620 △574

未払消費税等の増減額（△は減少） △11 89

前受金の増減額（△は減少） 13 △13

未成工事受入金の増減額（△は減少） － 401

その他 275 732

小計 △1,078 222

利息及び配当金の受取額 1 2

利息の支払額 △51 △28

株式公開買付の対応に伴う支払額 △82 △3

法人税等の還付額 8 －

法人税等の支払額 △1,030 △57

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,231 136

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △34 △34

定期預金の払戻による収入 35 34

有形固定資産の取得による支出 △27 △15

有形固定資産の売却による収入 － 2

無形固定資産の取得による支出 △13 △8

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 － 0

その他 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △40 △21
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,210 △90

長期借入れによる収入 250 －

長期借入金の返済による支出 △2,555 △263

配当金の支払額 △131 △125

その他 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,226 △479

現金及び現金同等物に係る換算差額 △58 36

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,557 △327

現金及び現金同等物の期首残高 7,354 5,708

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,797

※
 5,380
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結範囲の変更

　平成21年４月１日付で、カテリーナ・エンタープライズ株式会社、株式会社

カテリーナ都市設計はカテリーナビルディング株式会社を存続会社として合

併したことに伴い連結子会社の数は２社減少しております。

（２）変更後の連結子会社の数

　13社　

２．会計処理基準に関する事項の変更

 

　　

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更　

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用して

おりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用

し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会

計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）　

　前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は、営業外収

益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四半期連結

累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「為替差益」は0百万円であります。　

 （四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）　　

　前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりまし

た「未成工事受入金の増減額（△は減少）」は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記するこ

ととしました。なお、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「未

成工事受入金の増減額（△は減少）」は218百万円であります。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行なっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。　
　

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

四半期報告書

15/24



【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　税金費用の計算 　当社及び国内連結子会社の税金費用については、当第１四半期連結会計期間

を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。　
　

　　【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（役員退職慰労金制度の廃止）　　

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく要

支給額を計上しておりますが、平成21年5月13日開催の取締役会において、

平成21年6月26日開催の第45期定時株主総会終結の時をもって、役員退職

慰労金制度を廃止することを決議しております。これに伴い、当該株主総

会終結時以降に発生する引当金の繰入はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　減価償却累計額　　

有形固定資産 3,441百万円

※２　担保資産及び担保付債務　

担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 13百万円

建物 874 

土地 3,915 

合計 4,803 

　   

　   

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,300百万円

1年内返済予定の長期借入金 252 　

長期借入金 1,443 

※１　減価償却累計額　

有形固定資産 3,393百万円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 12百万円

販売用不動産 310 

建物 885 

土地 3,915 

合計 5,124 

　   

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,620百万円

1年内返済予定の長期借入金　 361 　

長期借入金 1,507 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 1,251百万円

賞与引当金繰入額 355 

役員賞与引当金繰入額 8 

役員退職慰労引当金繰入額 10 

退職給付費用 44 

※２　税金費用については、法人税、住民税及び事業税と法

人税等調整額を一括し「法人税等」として表示して

おります。　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 1,239百万円

賞与引当金繰入額 396 

役員賞与引当金繰入額 2 

役員退職慰労引当金繰入額 6 

退職給付費用 53 

※２　　　　　　　　　　同　左　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年6月30日現在）

現金及び預金勘定 4,615百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △48 

顧客からの預り金 △769 

現金及び現金同等物 3,797 

　

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年6月30日現在）

現金及び預金勘定 6,187百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △45 

顧客からの預り金 △760 

現金及び現金同等物 5,380 
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　　14,680,000株　

　

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　　1,470株

　

３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。　

　

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額　

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年6月26日

定時株主総会
普通株式 176 12.00 平成21年3月31日 平成21年6月29日 利益剰余金　

（2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

　　　該当事項はありません。　

　

５．株主資本の金額の著しい変動　

　平成21年６月26日開催の第45期定時株主総会において、会社法第452条に基づき、その他の剰余金の処分に関

する事項が承認され、繰越利益剰余金の欠損を補填するため別途積立金700百万円を繰越利益剰余金に振替え

ております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

  
マンション
管理事業

  
ビ　　ル
管理事業

  
不 動 産
管理事業

  営繕工事業  
開発建設
事　　業

  計   
消去又は
全　　社

  連　結  

 
 
（百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円） 

売上高                         

(1）外部顧客に対す

る売上高
 7,596   1,078   833   3,088   697   13,293   －   13,293  

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

 －   5   94   2   －   102   (102)  －  

計  7,596   1,083   927   3,090   697   13,396   (102)  13,293  

営業利益又は

営業損失（△）
 611   54   122   168   △382   573   (530)  43  

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

  
マンション
管理事業

  
ビ　　ル
管理事業

  
不 動 産
管理事業

  営繕工事業  
開発建設
事　　業

  計   
消去又は
全　　社

  連　結  

 
 
（百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円） 

売上高                         

(1）外部顧客に対す

る売上高
 7,778   1,072   921   3,305   421   13,499   －   13,499  

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

 －   －   82   1   －   83   (83)  －  

計  7,778   1,072   1,003   3,307   421   13,583   (83)  13,499  

営業利益又は

営業損失（△）
 687   58   124   161   △64   966   (516)  449  

　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。

２．各区分の主な内容

（1）マンション管理事業・・
　

分譲マンションの管理員業務、清掃・設備管理・保全の各業務、管理組合の
決算・運営補助業務等マンションの総合的管理業務

（2）ビル管理事業・・・・・
　

ビルの環境衛生清掃・保安警備・受付・設備管理・保全の各業務及びビル
の総合的管理業務

（3）不動産管理事業・・・・
　

オーナー所有物件の賃貸管理代行及びサブリース等の賃貸管理代行業務、
不動産の売買・仲介業務

（4）営繕工事業・・・・・・
　

マンション共用部分の建物・設備営繕工事、外壁塗装工事等の大規模修繕
工事、専有部分のリフォーム工事等

（5）開発建設事業・・・・・
　

投資用マンション・ファミリーマンション・等価交換方式による複合マン
ションの開発・建設
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　
日本

（百万円）
台湾

（百万円）
その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 11,997 1,153 142 13,293 － 13,293

(2）
セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

　 計 11,997 1,153 142 13,293 － 13,293

　営業利益 516 39 16 573 (530) 43

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　
日本

（百万円）
台湾

（百万円）
その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 12,189 1,109 200 13,499 － 13,499

(2）
セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

　 計 12,189 1,109 200 13,499 － 13,499

　営業利益 902 35 33 971 (521) 449

　（注）１．国又は地域は、事業活動の独自性を考慮し、主として国別に区分しております。

２．その他の地域の内訳は次のとおりであります。

その他の地域……中国、フィリピン

　

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　 台湾 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,153 142 1,296

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 13,293

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
8.7 1.1 9.8

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　 台湾 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,109 200 1,310

Ⅱ　連結売上高（百万円） －　 －　 13,499

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
8.2 1.5 9.7

　（注）１．国又は地域は、事業活動の独自性を考慮し、主として国別に区分しております。

２．その他の地域の内訳は次のとおりであります。

　　その他の地域……………中国、フィリピン

３．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

　　前連結会計年度末に比べて、著しい変動がないため省略いたしました。

　

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。　

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 671.69 円 １株当たり純資産額 672.91 円

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額(△）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △19.10 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 8.94 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）　　（百

万円）
△280 131

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純

損失（△）（百万円）
△280 131

期中平均株式数（千株） 14,678 14,678

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

著しい変動がないため、記載しておりません。

　

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月13日

日本ハウズイング株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中島　康晴　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金子　秀嗣　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮下　　毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ハウズイング株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ハウズイング株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管

しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

日本ハウズイング株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　信夫　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金子　秀嗣　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮下　　毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ハウズイング株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ハウズイング株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管

しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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